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化学職採用職員の職種・職場・業務内容について

本庁
• 事業の企画・進捗管理
• 許認可処分決定
• 国や市町村との対応

出先機関(保健所等)
• 許認可窓口業務
• 現地調査
• 苦情対応

出先機関(研究所等）
• 調査分析
• 試験研究
• 技術指導

民間事業者

依頼
依頼

業務
委託

県民
民間事業者

現場
対応等

許認可
申請等

助言・
協力等

協力

連携

研究員

技師

外部

凡
例

職種について：
化学職採用された職員は、技師か研究員として配属されます。

職場について：
本庁と出先機関があり、採用から10年以内にどちらも経験します。

国・市町村等 依頼・
協力等

業務内容・関係図例(この限りでない業務もあります)
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主要な県機関の所在地

北部合同庁舎
中部合同庁舎

県庁舎
南部合同庁舎

石垣合同庁舎

宮古合同庁舎

その他
• 保健医療介護部衛生環境研究所等
• 土木建築部下水道事務所等
• 企業局浄水場等

出先機関は主に本島南部・中部・北部・離島に分散しており、原則３年ごとに異動



知事知事

沖縄県の組織

副知事副知事

知事公室知事公室

総務部総務部

企画部企画部

農林水産部農林水産部

環境部

商工労働部商工労働部

保健医療介護部保健医療介護部

生活福祉部生活福祉部

文化観光スポーツ部文化観光スポーツ部

土木建築部土木建築部

会計管理者

公営企業管理者

病院事業管理者

出納事務局出納事務局

企業局企業局

病院事業局病院事業局
出所）令和６年度沖縄県行政機構図を元に作成

その他
・教育庁
・県議会事務局

など
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全ての課
※化学職が多い

科学技術振興課

薬務生活衛生課、保健所等

工業技術ｾﾝﾀｰ等

下水道事務所等

営農支援課、農研ｾﾝﾀｰ等

こども未来部こども未来部

浄水場等



沖縄県環境部の組織・業務

環境政策課環境政策課

環境保全課環境保全課

環境整備課環境整備課

動物愛護センター動物愛護センター

自然保護課自然保護課

環境再生課環境再生課
（環境対策班）
地球温暖化対策に係る政策立案、自然環境の再生に係る総合的企画

（緑化推進班）
緑化の総合的企画及び推進、沖縄県平和創造の森公園の管理

環境部環境部

（総務企画班）
環境保全行政の総合企画、環境基本計画の策定及び推進

（環境影響評価班）
環境影響評価、環境影響評価審査会

（一般廃棄物班）
一般廃棄物の適正処理の指導、浄化槽に関すること、海岸漂着ゴミ

（産業廃棄物班）
産業廃棄物処理施設の許可及び監視指導

（大気環境班）
大気汚染物質監視、騒音・振動・悪臭に関すること

（水環境・赤土対策班）
赤土の流出防止対策、公共用水域の監視、土壌汚染関係

（基地環境対策班）
米軍施設における環境問題

（自然公園班）
自然公園施設の整備・維持管理

（自然保護班）
動物愛護及び管理、生物多様性関連事業

（希少種・外来種対策班）
希少野生動植物保護、外来種の対策

（自然史博物館誘致・自然遺産班）
国立自然史博物館誘致、世界自然遺産関係

※業務の一例です
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環境法令法に基づく規制や政策の推進
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環境基本法関連法令環境基本法関連法令

大気汚染防止法 騒音規制法

廃棄物処理法

環境基本法では環境に関する基本的な枠組みを定めており、国の具体的な施策を実施する法律として、水質汚濁防止法
や大気汚染防止法、廃棄物の処理及び清掃に関する法律などの各種個別法律が制定されている。
環境関連法令に関する規制に関しては、環境監視に係る指導等、都道府県に権限が移されているものもある。
環境部では環境法令に基づく規制や政策の推進に係る業務の担当となる場合がある。

環境基本法

廃棄物・
リサイクル対策 公害防止 省エネ・

温暖化対策 その他生物多様性

土壌汚染対策法 関連する
沖縄県条例

水質汚濁防止法

温暖化対策推進法 生物多様性基本法 自然公園法 その他

振動規制法

環境法令や沖縄県条例に基づく規制の実施や政策の推進



保健所・衛生環境研究所と本庁主管課（環境保全課・環境整備課）

保健所(環境保全班等)保健所(環境保全班等) 沖縄県衛生環境研究所(環境科学班)沖縄県衛生環境研究所(環境科学班)
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環境保全課関係：
• 定期的な河川等の水質検査
• 事業所排水の検査等

環境整備課関係：
• 廃棄物処理業者の指導
• 不法投棄の監視等

保健医療介護部関係：
• 生活衛生に関すること
• 保健に関すること
• 感染症に関すること

環境保全課関係：
• 化学物質による環境汚染調査
• 有害大気汚染物質調査等

環境整備課関係：
• 廃棄物処分場排水調査等

保健医療介護部関係：
• 食品薬事関係
• 生物生体関係
• 感染症関係

連携

環境保全課・環境整備課環境保全課・環境整備課
• 全保健所共通の課題への対応
• 重要事案への対応
• 保健所等の予算の獲得・分配
• 各保健所の活動のとりまとめ
• 国への報告・疑義照会委任・依頼

報告・協力

依頼

協力・助言



まとめ

（化学職採用職員について）

職種としては、技師や研究員

化学職の配属先は環境部や保健医療部、土木建築部、企業局など。

有害化学物質に関する対策や試験研究等、化学の知識を活かせる業務がある。

法律・条例・規則等に基づき業務を行うため、法令等の理解力や文章能力も同

様に必要となる。

環境部では動植物の保護や環境保全、廃棄物など、県民生活及び民間事業活動

と密接に関わる分野に携わることができる。
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